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　「自」ら「治」めるという意味で、「自分で決めて、自分で行動する。そして、その結果には責任をも
つ。」ということをあらわしています。皆さんの家庭や学校、職場などでも普通に行われています。
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　ものごとの「もと」になるものを見定めるのは、たいへん難しいことですが、例えば、「私はあなたの
意見には反対だが、あなたがその意見を表明する権利は守る」という信念を持つこと－それも「基本」
のひとつです。
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　町が定める自主法で、国が定める「法律」にあたるものです。法律が国会の議決によって成立するよう
に、条例は町議会の議決によって成立します。つまり、条例は町民の代表者(町民も制定を請求すること
ができます)によって決められる町のきまり、約束ごとです。（条例ができるまでの流れを参照ください。）

　条例は、町民、議会、町長(行政)が、目的を共有したう
えで、その実現のために、それぞれの果たす役割を地方
公共団体の最高意志として定めるものです。
　「自治」をみんなが守り、永く育てていくためには、「条
例」として定めるのがふさわしいといえます。
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　今月号は行政改革シリーズの第４弾として、自治基本条例についてご説
明いたします。近年、自治基本条例を制定する市町村が増えています。こ
の条例は、まちの将来像を見すえた中で、行政、議会、町民がやらなけれ
ばならないことや町民の権利を町の条例として制定するものです。
　町では、現在行政内部で研究・検討を進めているところですが、今後、
町民の皆さんのご意見を伺いながら素案を創り、平成20年度の条例施行を
目指しています。
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（有権者の50分
　の１以上の署
　名が必要)


